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１．調査実施の目的 

第10期高齢者保健福祉計画及び介護保険事業計画策定にあたり、区内介護サービス事業所の状

況を調査・分析し、計画の基礎資料を得ることを目的として調査を実施しました。 

 

２．調査方法と回収状況 

調査対象者：渋谷区内の全介護保険サービス提供事業者 

調 査 方 法：郵送によるアンケート調査 

調査名 調査期間 発送数 回収数 回収率 

介護サービス事業所調査 
令和７年11月12日～ 

令和７年12月２日 
217件 151件 69.6％ 

 

３．サービス種別の内訳 

本文中で一部、「実施しているサービス別」３区分で分析していますが、サービス種別の内訳は

以下の通りです。 

サービス種別３区分 「問１ 貴事業所が現在実施しているサービス」の選択肢 

居宅介護支援事業所 １ 居宅介護支援 

居宅サービス事業所 

２ 訪問介護（総合事業含む） 

３ （介護予防）訪問入浴介護 

４ （介護予防）訪問看護 

５ （介護予防）訪問リハビリテーション 

６ 通所介護（総合事業含む） 

７ （介護予防）通所リハビリテーション 

８ （介護予防）短期入所生活介護 

10 定期巡回・随時対応型訪問介護看護 

11 夜間対応型訪問介護 

12 （介護予防）認知症対応型通所介護 

13 地域密着型通所介護 

14 （介護予防）小規模多機能型居宅介護 

15 看護小規模多機能型居宅介護 

施設・居住系サービ

ス事業所 

９ （介護予防）特定施設入居者生活介護 

16 （介護予防）認知症対応型共同生活介護 

17 地域密着型特定施設入居者生活介護 

18 地域密着型介護老人福祉施設入所者生活介護 

19 介護老人福祉施設 

20 介護老人保健施設 

21 介護医療院 
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４．日常生活圏域 

渋谷区では、より区民の身近な地域に根ざした高齢者保健福祉施策及び介護保険事業を展開し

ていくために、第６期計画から地域包括支援センターが11地区体制となったことに伴い、４つの

日常生活圏域（「東部圏域」「西部圏域」「南部圏域」「北部圏域」）を設定しています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

【西部圏域】 

あやめの苑・代々木地域包括支援センター 

総合ケアコミュニティ・せせらぎ地域包括支援センター 

富ヶ谷・上原地域包括支援センター 

【南部圏域】 

ひがし健康プラザ地域包括支援センター 

豊沢・新橋地域包括支援センター 

恵比寿西二丁目地域包括支援センター 

【東部圏域】 

千駄ヶ谷・北参道地域包括支援センター 

障害者福祉センターはぁとぴあ原宿地域包括支援センター 

かんなみの杜・渋谷地域包括支援センター 

【北部圏域】 

つばめの里・本町東地域包括支援センター 

笹幡地域包括支援センター 
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５．調査結果を見る上での注意事項 

・本文、表、グラフなどに使われる「ｎ」は、各設問に対する回答者数です。 

・百分率（％）の計算は、小数第２位を四捨五入し、小数第１位まで表示しました。従って、単

数回答（１つだけ選ぶ問）においても、四捨五入の影響で、％を足し合わせて100％にならない

場合があります。 

・複数回答（２つ以上選んでよい問）においては、％の合計が100％を超える場合があります。 

・本文、表、グラフは、表示の都合上、調査票の選択肢等の文言を一部簡略化している場合があ

ります。 

・回答者数が30未満の場合、比率が上下しやすいため、傾向を見るにとどめ、本文中では触れて

いない場合があります。 

・クロス集計の場合、無回答・不明を排除しているため、クロス集計の有効回答数の合計と単純

集計（全体）の有効回答数が合致しないことがあります。なお、クロス集計とは、複数項目の

組み合わせで分類した集計のことで、複数の質問項目を交差して並べ、表やグラフを作成する

ことにより、その相互の関係を明らかにするための集計方法です。 
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１．事業所の概要について 

（１）事業所所在地の日常生活圏域 

「南部圏域」が29.8％で最も高く、次いで「西部圏域」が29.1％、「東部圏域」が25.2％、「北部

圏域」が15.9％となっています。 

 

 

 

 

 

 

 

（２）実施しているサービス 

問１  貴事業所が現在実施しているサービスは、つぎのどれですか。（◯は１つ） 

 

「居宅介護支援」が25.2％で最も高く、次いで「訪問介護（総合事業含む）」が17.9％となって

います。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(151)  15.9 29.1 25.2 29.8 0.0

ｎ (%)

北

部

圏

域

西

部

圏

域

東

部

圏

域

南

部

圏

域

無

回

答

n=(151)  

居宅介護支援

訪問介護（総合事業含む）

（介護予防）訪問看護

通所介護（総合事業含む）

（介護予防）特定施設入居者生活介護

介護老人福祉施設

（介護予防）短期入所生活介護

（介護予防）認知症対応型通所介護

（介護予防）通所リハビリテーション

（介護予防）認知症対応型共同生活介護

（介護予防）訪問リハビリテーション

地域密着型通所介護

介護老人保健施設

（介護予防）訪問入浴介護

介護医療院

定期巡回・随時対応型訪問介護看護

夜間対応型訪問介護

（介護予防）小規模多機能型居宅介護

看護小規模多機能型居宅介護

地域密着型特定施設入居者生活介護

地域密着型介護老人福祉施設入所者生活介護

無回答

25.2

17.9

11.9

9.9

5.3

5.3

4.6

4.6

4.0

3.3

2.6

2.6

1.3

0.7

0.7

-

-

-

-

-

-

-

0 5 10 15 20 25 30 (%)
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（３）従業員数 

問２ 令和７年10月１日時点の貴事業所の職種・年齢別の従業員数を教えてください。 

問２－１ その他、上記以外の職種の従業員数 

 

『介護職員・訪問介護員』では、非常勤で「50代」の割合が28.7％、常勤兼務で「40代」が

28.2％、常勤専従で「30代」が25.5％でそれぞれ最も高くなっています。『機能訓練指導員』の常

勤兼務では「10代・20代」の37.3％が最も高い割合を占めています。 

その他の職種では、非常勤職員の割合が43.4％で最も高くなっています。 

 

【職種別・年齢別従業員数】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【その他の上記以外の職種の勤務形態】 

（％）

10代 70代

20代 以上

常勤専従 20.6 25.5 23.3 22.8 5.9 1.6 0.3

常勤兼務 15.5 16.4 28.2 22.7 11.8 5.5 0.0

非常勤 7.3 7.8 16.8 28.7 20.7 18.6 0.2

常勤専従 16.0 22.0 28.0 26.0 6.0 2.0 0.0

常勤兼務 14.3 14.3 35.7 33.3 2.4 0.0 0.0

非常勤 0.0 0.0 20.0 50.0 10.0 20.0 0.0

常勤専従 7.0 32.4 24.9 25.9 8.6 1.1 0.0

常勤兼務 2.5 25.0 27.5 32.5 10.0 2.5 0.0

非常勤 8.5 14.9 22.0 21.3 22.7 9.9 0.7

常勤専従 16.7 41.7 37.5 4.2 0.0 0.0 0.0

常勤兼務 37.3 23.5 15.7 19.6 2.0 2.0 0.0

非常勤 6.0 16.0 24.0 34.0 0.0 20.0 0.0

常勤専従 0.0 8.8 27.4 36.3 23.9 3.5 0.0

常勤兼務 0.0 8.8 35.3 29.4 11.8 14.7 0.0

非常勤 6.9 0.0 20.7 31.0 27.6 13.8 0.0

常勤専従 16.7 33.3 27.8 22.2 0.0 0.0 0.0

常勤兼務 33.3 41.7 8.3 16.7 0.0 0.0 0.0

非常勤 0.0 0.0 0.0 100.0 0.0 0.0 0.0

栄養士・
管理栄養士

介護職員・
訪問介護員

生活相談員

看護職員
（看護師、
准看護師、
保健師、助
産師）

機能訓練
指導員

介護支援
専門員

職種 勤務形態 全体（ｎ）

年齢

30代 40代 50代 60代 不明

30

94

56

75

62

76

(110)  33.0 23.6 43.4 0.0

ｎ (%)

常

勤

専

従

常

勤

兼

務

非

常

勤

無

回

答
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（４）従業員の在籍年数 

問３ 貴事業所の従業員の在籍年数について、常勤・非常勤別に従業員数を記入してくださ

い。 

 

常勤職員、非常勤職員ともに「３年～10年未満」の割合が最も高くなっています。 

実施しているサービス別にみると、常勤職員は“居宅介護支援事業所”で「10年以上」が

40.7％、非常勤職員は“居宅介護支援事業所”で「３年～10年未満」が53.5％でそれぞれの割合

が最も高くなっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【実施しているサービス別】 

 

 

  

１年未満
１年～
３年未満

３年～
10年未満

10年以上 １年未満
１年～
３年未満

３年～
10年未満

10年以上

全体 146 17.0 22.0 32.2 28.8 17.1 26.2 34.7 22.0

居宅介護支援事業所 37 10.0 19.7 29.7 40.7 7.0 20.4 53.5 19.1

居宅サービス事業所 87 14.7 22.1 33.3 29.9 16.5 24.5 35.1 23.9

施設・居住系サービス
事業所

22 20.1 22.3 31.7 25.8 20.9 31.6 29.5 18.0

調査数

常勤 非常勤

(%)

n=(146)

常勤

非常勤 17.1 26.2 34.7 22.0 0.0

17.0 22.0 32.2 28.8 0.0

１

年

未

満

１

年
～

３

年

未

満

３

年
～

1

0

年

未

満

1

0

年

以

上

無

回

答
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（５）地域包括支援センターとの連携内容 

問４ 貴事業所では、地域包括支援センターとどのような連携をとっていますか。（あてはまるも

のすべてに◯） 

 

「支援困難事例についての個別指導・相談」が78.9％で最も高く、次いで「地域支援事業での連

携」が76.3％、「高齢者虐待や権利擁護についての相談や情報交換等」が65.8％、「地域における

介護支援専門員のネットワーク」が63.2％となっています。 

日常生活圏域別にみると、“北部圏域”では「地域支援事業での連携」が80.0％と最も高くなっ

ています。また、“西部圏域”で「支援困難事例についての個別指導・相談」、「高齢者虐待や権利

擁護についての相談や情報交換等」、「地域における介護支援専門員のネットワーク」が、“東部圏

域”で「支援困難事例についての個別指導・相談」、「地域支援事業での連携」が８割以上となっ

ています。 

 

【圏域別】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

（％）

n

支
援
困
難
事
例
に
つ
い
て
の

個
別
指
導
・
相
談

地
域
支
援
事
業
で
の
連
携

高
齢
者
虐
待
や
権
利
擁
護
に

つ
い
て
の
相
談
や
情
報
交
換

等 地
域
に
お
け
る
介
護
支
援
専

門
員
の
ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク

介
護
支
援
専
門
員
に
対
す
る

日
常
的
な
個
別
指
導
・
相
談

支
援
を
必
要
と
す
る
高
齢
者

の
早
期
発
見
・
情
報
共
有

全  体 38 78.9 76.3 65.8 63.2 57.9 47.4

北部圏域 5 60.0 80.0 60.0 60.0 60.0 40.0

西部圏域 7 85.7 71.4 85.7 85.7 57.1 71.4

東部圏域 15 86.7 86.7 60.0 53.3 66.7 46.7

南部圏域 11 72.7 63.6 63.6 63.6 45.5 36.4

n

そ
の
他

特
に
な
い

無
回
答

全  体 38 2.6 2.6 2.6

北部圏域 5 - - 20.0

西部圏域 7 - - -

東部圏域 15 6.7 6.7 -

南部圏域 11 - - -
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（６）今後さらに整備が必要と思われる地域密着型サービス 

問５ 地域密着型サービスのうち、今後さらに整備が必要と思われるサービスはどれですか。

（あてはまるものすべてに◯） 

 

「夜間対応型訪問介護」が42.1％で最も高く、次いで「定期巡回・随時対応型訪問介護看護」

「地域密着型通所介護」が39.5％となっています。 

日常生活圏域別にみると、“北部圏域”で「地域密着型通所介護」が60.0％と高くなっています。 

 

【圏域別】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

（％）

n

夜
間
対
応
型
訪
問
介
護

定
期
巡
回
・
随
時
対
応
型
訪

問
介
護
看
護

地
域
密
着
型
通
所
介
護

（
介
護
予
防

）
認
知
症
対
応

型
共
同
生
活
介
護

（
介
護
予
防

）
認
知
症
対
応

型
通
所
介
護

地
域
密
着
型
介
護
老
人
福
祉

施
設
入
所
者
生
活
介
護

全  体 38 42.1 39.5 39.5 21.1 18.4 15.8

北部圏域 5 20.0 40.0 60.0 20.0 40.0 20.0

西部圏域 7 42.9 42.9 57.1 28.6 42.9 28.6

東部圏域 15 40.0 40.0 33.3 26.7 6.7 6.7

南部圏域 11 54.5 36.4 27.3 9.1 9.1 18.2

n

看
護
小
規
模
多
機
能
型
居
宅

介
護

地
域
密
着
型
特
定
施
設
入
居

者
生
活
介
護

（
介
護
予
防

）
小
規
模
多
機

能
型
居
宅
介
護

特
に
必
要
は
な
い

無
回
答

全  体 38 13.2 13.2 10.5 7.9 5.3

北部圏域 5 20.0 20.0 20.0 - 20.0

西部圏域 7 14.3 28.6 14.3 14.3 -

東部圏域 15 13.3 - 6.7 6.7 6.7

南部圏域 11 9.1 18.2 9.1 9.1 -



第２章 調査結果の詳細 

14 

（７）小規模多機能型居宅介護への対応状況 

問６ 貴事業所では、小規模多機能型居宅介護には、どのように対応していますか。（◯は１つ） 

 

「利用者からの問い合わせがあった場合は小規模多機能型居宅介護事業所の連絡先の紹介を行っ

ている」が36.8％で最も高く、次いで「利用者からの問い合わせがあった場合は小規模多機能型

居宅介護事業所に連絡を取り、利用者を紹介している」が26.3％となっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（８）認知症グループホームの需給関係 

問７ 認知症グループホームの利用者数（需要）に対する施設数（供給）の関係について、ど

のように思いますか。（◯は１つ） 

 

「施設がやや不足している」が39.5％で最も高く、次いで「施設が不足している」が34.2％と

なっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

(38)  

0.0 0.0

18.4 39.5 34.2 7.9

ｎ (%)

施

設

が

多

す

ぎ

る

施

設

が

や

や

多

い

適

正

な

施

設

数

で

あ

る

施

設

が

や

や

不

足

し

て

い

る

施

設

が

不

足

し

て

い

る

無

回

答

(38)  36.8 26.3 10.5 7.9 13.2 5.3

(%)ｎ

利

用

者

か

ら

の

問

い

合

わ

せ

が

あ
っ

た

場

合

は

小

規

模

多

機

能

型

居

宅

介

護

事

業

所

の

連

絡

先

の

紹

介

を

行
っ

て

い

る

利

用

者

か

ら

の

問

い

合

わ

せ

が

あ
っ

た

場

合

は

小

規

模

多

機

能

型

居

宅

介

護

事

業

所

に

連

絡

を

取

り
、

利

用

者

を

紹

介

し

て

い

る 基

本

的

に

小

規

模

多

機

能

型

居

宅

介

護

は

紹

介

せ

ず
、

複

数

の

サ
ー

ビ

ス

を

組

み

合

わ

せ

る

な

ど

に

よ

り

対

応

し

て

い

る

そ

の

他

特

に

具

体

的

な

対

応

は

し

て

い

な

い

無

回

答
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（９）認知症による徘徊行動人数 

問８ 令和７年10月１日時点の利用者数のうち、認知症による徘徊行動のある人は何人います

か。（具体的に記入） 

 

「０人」が34.2％で最も高く、次いで「１人」が21.1％となっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（１０）通所介護（地域密着型通所介護を含む）の需給関係 

問９ 通所介護（地域密着型通所介護を含む）の利用者数（需要）に対する事業所数（供給）

の関係について、どのように思いますか。（◯は１つ） 

 

「事業所が不足している」が39.5％で最も高く、次いで「適正な事業所数である」が31.6％と

なっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

(38)  

0.0 2.6

31.6 18.4 39.5 7.9

(%)ｎ

事

業

所

が

多

す

ぎ

る

事

業

所

が

や

や

多

い

適

正

な

事

業

所

数

で

あ

る

事

業

所

が

や

や

不

足

し

て

い

る

事

業

所

が

不

足

し

て

い

る

無

回

答

(38)  34.2 21.1 13.2 10.5

2.6

10.5 7.9

(%)ｎ

０

人

１

人

２

人

３

人

４

人

５

人

以

上

無

回

答
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（１１）通所介護（地域密着型通所介護を含む）で重視するポイント 

問10 通所介護（地域密着型通所介護を含む）について、利用検討の際に重視するポイントは

何ですか。（〇は３つまで） 

 

「提供されるプログラム内容」が73.7％で最も高く、次いで「入浴設備」が60.5％、「サービス

提供時間」が34.2％となっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（１２）サービスの需給関係 

問11 渋谷区内の次の施設の利用者数（需要）に対する施設数（供給）の関係について、どの

ように思いますか。（それぞれ１つに◯） 

 

“特定施設入居者生活介護（有料老人ホームなど）”で「適正な施設数である」が47.4％と高く

なっています。 

 

 

 

 

 

 

 

  

n=(38)  

提供されるプログラム内容

入浴設備

サービス提供時間

介護職員の雰囲気

マシン等の設備

事業所の規模（定員）

事業所の規模（広さ）

利用者の男女比

介護職員の年齢層

提供される食事内容

事業所の開設時期

利用者の年齢層

その他

無回答

73.7

60.5

34.2

31.6

23.7

13.2

13.2

5.3

2.6

2.6

-

-

7.9

5.3

0 20 40 60 80 (%)

都市型軽費老人ホーム

n=(38)

ショートステイ

介護老人福祉施設
（特別養護老人ホーム）

特定施設入居者生活介護
（有料老人ホームなど）

(%)

0.0

2.6

0.0

2.6

28.9

0.0

21.1

47.4

15.8

36.8

10.5

39.5

31.6

5.3

39.5

7.9

5.3

5.3

0.00.0

28.9 36.8 28.9 5.3

施

設

が

多

す

ぎ

る

施

設

が

や

や

多

い

適

正

な

施

設

数

で

あ

る

施

設

が

や

や

不

足

し

て

い

る

施

設

が

不

足

し

て

い

る

無

回

答
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（１３）介護保険外サービスをケアプランに盛り込んでいる利用者 

問12 貴事業所で介護保険外サービスをケアプランに盛り込んでいる利用者（渋谷区民以外も

含む）は何人いますか。（要介護度別に具体的に記入） 

 

“総合事業対象者”で「０人」が68.4％と高くなっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（１４）自立・軽度化への取組についての課題 

問13 自立・軽度化への取組について、どのような課題を感じますか。（◯は１つ） 

 

「介護保険サービスの支給限度額が低くなることを利用者が好まない」が42.1％で最も高く、次

いで「自立・軽度化の取組に対する事業所へのインセンティブがない」が23.7％となっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

⑧総合事業対象者

③要介護１

④要介護２

⑤要介護３

⑥要介護４

n=(38)

①要支援１

②要支援２

⑦要介護５

(%)

18.4

13.2

15.8

15.8

18.4

26.3

68.4

44.7

15.8

13.2

23.7

28.9

31.6

10.5

13.2

15.8

13.2

13.2

21.1

13.2

0.0

2.6

2.6

10.5

15.8

5.3

2.6

0.0

0.0

10.5

7.9

5.3

5.3

5.3

0.0

0.0

21.1

18.4

5.3

0.0

0.0

0.0

21.1

21.1

21.1

21.1

21.1

21.1

21.1

39.5 28.9 10.5

0.0 0.00.0

21.1

０

人

１
～

５

人

６
～

1

0

人

1

1
～

1

5

人

1

6
～

2

0

人

2

1

人

以

上

無

回

答

(38)  15.8 42.1 23.7 5.3 13.2

(%)ｎ

利

用

者

の

意

欲

が

な

い

介

護

保

険

サ
ー

ビ

ス

の

支

給

限

度

額

が

低

く

な

る

こ

と

を

利

用

者

が

好

ま

な

い

自

立

・

軽

度

化

の

取

組

に

対

す

る

事

業

所

へ

の

イ

ン

セ

ン

テ
ィ

ブ

が

な

い

そ

の

他

無

回

答
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２．ケアマネジメントについて 

（１）ケアマネジャーに対する評価 

問14 区内のケアマネジャーについて、どのように感じていますか。（◯は１つ） 

 

「概ね利用者本位の自立支援に向けたケアマネジメントができている」が42.4％で最も高く、次

いで「個人による差が大きく、一概には言えない」が39.7％となっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（２）ケアマネジメントの質の向上を図るために必要だと思うこと 

問15 ケアマネジメントの質の向上を図るために必要だと思うことは何ですか。（あてはまる

ものすべてに◯） 

 

「個人の意識の向上」が62.3％で最も高く、次いで「レベルや経験年数、テーマ別の研修」が

48.3％、「地域課題の把握」が43.0％となっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

(151)  11.3 42.4

2.0

39.7

0.0 1.3

3.3

(%)ｎ

利

用

者

本

位

の

自

立

支

援

に

向

け

た

ケ

ア

マ

ネ

ジ

メ

ン

ト

が

で

き

て

い

る

概

ね

利

用

者

本

位

の

自

立

支

援

に

向

け

た

ケ

ア

マ

ネ

ジ

メ

ン

ト

が

で

き

て

い

る

利

用

者

本

位

の

自

立

支

援

に

向

け

た

ケ

ア

マ

ネ

ジ

メ

ン

ト

が

で

き

て

い

な

い

個

人

に

よ

る

差

が

大

き

く
、

一

概

に

は

言

え

な

い

そ

の

他

わ

か

ら

な

い

無

回

答

n=(151)  

個人の意識の向上

レベルや経験年数、テーマ別の研修

地域課題の把握

事例を使った検討会

事業所でのOJT（職場内研修）

ケアプラン点検

ベテランのケアマネジャーによる指導

主任ケアマネジャーの質の向上

キャリア制度の導入

その他

無回答

62.3

48.3

43.0

37.7

34.4

27.2

23.2

18.5

13.9

6.6

3.3

0 10 20 30 40 50 60 70 (%)
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３．経営状況等について 

（１）令和７年10月１日時点の利用者数 

問16 令和７年10月１日時点の貴事業所の利用者数（渋谷区民以外も含む）について、要介護

度別に利用者数を記入してください。 

 

要介護度別にみると、「要介護１」の割合が22.7％で最も高く、次いで「要介護２」が19.8％、

「要介護３」が15.3％となっています。 

実施しているサービス別にみると、要介護１と要介護２では“居宅介護支援事業所”と“居宅

サービス事業所”ともに「２１人以上」が高くなっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【実施しているサービス別】 

①要支援１ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

(147)  6.5 9.9 22.7 19.8 15.3 11.5 9.1 5.1 0.0

(%)ｎ

要

支

援

１

要

支

援

２

要

介

護

１

要

介

護

２

要

介

護

３

要

介

護

４

要

介

護

５

総

合

事

業

対

象

者

無

回

答

  全  体 (151)

居宅介護支援事業所 (38)

居宅サービス事業所 (89)

施設・居住系サービス事業所 (24)

ｎ (%)

18.4

24.7

70.8

42.1

44.9

20.8

28.9

11.2

8.3

2.6

7.9

0.0

2.6

4.5

0.0

0.0

4.5

0.0

5.3

2.2

0.0

30.5 40.4 15.2 5.3

3.3 2.6

2.6

０

人

１
～

５

人

６
～

1

0

人

1

1
～

1

5

人

1

6
～

2

0

人

2

1

人

以

上

無

回

答
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②要支援２ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

③要介護１ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

④要介護２ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

  全  体 (151)

居宅介護支援事業所 (38)

居宅サービス事業所 (89)

施設・居住系サービス事業所 (24)

ｎ (%)

2.6

7.9

4.2

2.6

22.5

54.2

15.8

19.1

33.3

13.2

19.1

8.3

13.2

4.5

0.0

47.4

24.7

0.0

5.3

2.2

0.0

6.0 22.5 20.5 15.9 6.0 26.5 2.6

０

人

１
～

５

人

６
～

1

0

人

1

1
～

1

5

人

1

6
～

2

0

人

2

1

人

以

上

無

回

答

  全  体 (151)

居宅介護支援事業所 (38)

居宅サービス事業所 (89)

施設・居住系サービス事業所 (24)

ｎ (%)

2.6

9.0

12.5

2.6

21.3

54.2

5.3

14.6

25.0

18.4

14.6

8.3

5.3

13.5

0.0

60.5

24.7

0.0

5.3

2.2

0.0

7.9 21.9 13.9 14.6 9.3 29.8 2.6

０

人

１
～

５

人

６
～

1

0

人

1

1
～

1

5

人

1

6
～

2

0

人

2

1

人

以

上

無

回

答

  全  体 (151)

居宅介護支援事業所 (38)

居宅サービス事業所 (89)

施設・居住系サービス事業所 (24)

ｎ (%)

15.8

20.2

75.0

34.2

32.6

16.7

18.4

18.0

8.3

13.2

5.6

0.0

7.9

10.1

0.0

5.3

11.2

0.0

5.3

2.2

0.0

27.8 30.5 16.6 6.6 7.9 7.9 2.6

０

人

１
～

５

人

６
～

1

0

人

1

1
～

1

5

人

1

6
～

2

0

人

2

1

人

以

上

無

回

答
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⑤要介護３ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

⑥要介護４ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

⑦要介護５ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

  全  体 (151)

居宅介護支援事業所 (38)

居宅サービス事業所 (89)

施設・居住系サービス事業所 (24)

ｎ (%)

13.2

14.6

4.2

42.1

52.8

45.8

21.1

21.3

8.3

13.2

3.4

8.3

5.3

3.4

16.7

0.0

2.2

16.7

5.3

2.2

0.0

12.6 49.0 19.2 6.6 6.0 4.0 2.6

０

人

１
～

５

人

６
～

1

0

人

1

1
～

1

5

人

1

6
～

2

0

人

2

1

人

以

上

無

回

答

  全  体 (151)

居宅介護支援事業所 (38)

居宅サービス事業所 (89)

施設・居住系サービス事業所 (24)

ｎ (%)

5.3

10.1

8.3

31.6

50.6

29.2

26.3

22.5

20.8

18.4

10.1

4.2

7.9

1.1

4.2

5.3

3.4

33.3

5.3

2.2

0.0

8.6 42.4 23.2 11.3

3.3

8.6 2.6

０

人

１
～

５

人

６
～

1

0

人

1

1
～

1

5

人

1

6
～

2

0

人

2

1

人

以

上

無

回

答

  全  体 (151)

居宅介護支援事業所 (38)

居宅サービス事業所 (89)

施設・居住系サービス事業所 (24)

ｎ (%)

5.3

7.9

0.0

13.2

29.2

33.3

26.3

34.8

33.3

21.1

10.1

4.2

5.3

4.5

0.0

23.7

11.2

29.2

5.3

2.2

0.0

6.0 25.8 32.5 11.9 4.0 17.2 2.6

０

人

１
～

５

人

６
～

1

0

人

1

1
～

1

5

人

1

6
～

2

0

人

2

1

人

以

上

無

回

答
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⑧総合事業対象者 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（２）利用者の要介護度の変化 

問17 上記の利用者は、令和６年10月１日時点と比較して、要介護度はどのように変化してい

ますか。それぞれ人数を記入してください。 

 

「維持」の割合が60.6％で最も高く、次いで「不明」が17.0％、「悪化」が15.0％となっていま

す。 

実施しているサービス別にみると、「②維持」ではどのサービスでも「２１人以上」が最も高く

なっています。 

 

 

 

 

 

 

 

【実施しているサービス別】 

①改善 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

(119)  7.4 60.6 15.0 17.0 0.0

(%)ｎ

改

善

維

持

悪

化

不

明

無

回

答

  全  体 (151)

居宅介護支援事業所 (38)

居宅サービス事業所 (89)

施設・居住系サービス事業所 (24)

ｎ (%)

5.3

32.6

25.0

31.6

34.8

50.0

31.6

4.5

4.2

7.9

4.5

0.0

0.0

2.2

0.0

0.0

1.1

0.0

23.7

20.2

20.8

24.5 36.4 11.3 4.6

1.3 0.7

21.2

０

人

１
～

５

人

６
～

1

0

人

1

1
～

1

5

人

1

6
～

2

0

人

2

1

人

以

上

無

回

答

  全  体 (151)

居宅介護支援事業所 (38)

居宅サービス事業所 (89)

施設・居住系サービス事業所 (24)

ｎ (%)

65.8

58.4

87.5

28.9

20.2

8.3

0.0

5.6

0.0

0.0

5.6

0.0

0.0

2.2

0.0

0.0

5.6

4.2

5.3

2.2

0.0

64.9 20.5

3.3 3.31.3

4.0 2.6

０

人

１
～

５

人

６
～

1

0

人

1

1
～

1

5

人

1

6
～

2

0

人

2

1

人

以

上

無

回

答
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②維持 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

③悪化 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

④不明 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

  全  体 (151)

居宅介護支援事業所 (38)

居宅サービス事業所 (89)

施設・居住系サービス事業所 (24)

ｎ (%)

44.7

47.2

33.3

7.9

11.2

16.7

7.9

3.4

4.2

0.0

4.5

12.5

2.6

3.4

0.0

13.2

10.1

12.5

23.7

20.2

20.8

44.4 11.3 4.6 4.6

2.6

11.3 21.2

０

人

１
～

５

人

６
～

1

0

人

1

1
～

1

5

人

1

6
～

2

0

人

2

1

人

以

上

無

回

答

  全  体 (151)

居宅介護支援事業所 (38)

居宅サービス事業所 (89)

施設・居住系サービス事業所 (24)

ｎ (%)

13.2

21.3

12.5

10.5

28.1

29.2

26.3

13.5

20.8

13.2

5.6

8.3

5.3

5.6

0.0

7.9

5.6

8.3

23.7

20.2

20.8

17.9 23.8 17.9 7.9 4.6 6.6 21.2

０

人

１
～

５

人

６
～

1

0

人

1

1
～

1

5

人

1

6
～

2

0

人

2

1

人

以

上

無

回

答

  全  体 (151)

居宅介護支援事業所 (38)

居宅サービス事業所 (89)

施設・居住系サービス事業所 (24)

ｎ (%)

10.5

11.2

4.2

2.6

11.2

0.0

0.0

7.9

16.7

2.6

6.7

4.2

10.5

3.4

12.5

50.0

39.3

41.7

23.7

20.2

20.8

9.9 7.3 7.3 5.3 6.6 42.4 21.2

０

人

１
～

５

人

６
～

1

0

人

1

1
～

1

5

人

1

6
～

2

0

人

2

1

人

以

上

無

回

答
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（３）令和７年10月１日時点における平均稼働率の状況 

問18 令和７年10月１日時点における平均稼働率の状況をお答えください。なお、届出されて

いる登録定員数（利用・入所等定員）が満たされている、または、雇用している職員で

サービス提供できる最大の利用数等を常に有している場合は100％とし、それ以上の利用

希望を受け、サービス提供が出来ずに断っている（他事業所を紹介している等）場合を

100％超としてください。（◯は１つ） 

 

「７０％以上９０％未満」が33.8％で最も高く、次いで「９０％以上１００％以下」が31.1％と

なっています。 

実施しているサービス別にみると、“居宅介護支援事業所”で「１００％超」が18.4％と高く

なっています。 

 

【実施しているサービス別】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

  全  体 (151)

居宅介護支援事業所 (38)

居宅サービス事業所 (89)

施設・居住系サービス事業所 (24)

(%)ｎ

18.4

7.9

8.3

23.7

27.0

58.3

28.9

38.2

25.0

13.2

19.1

8.3

2.6

1.1

0.0

2.6

2.2

0.0

10.5

4.5

0.0

10.6 31.1 33.8 15.9

1.3 2.0

5.3

１

０

０

％

超

９

０

％

以

上

１

０

０

％

以

下

７

０

％

以

上

９

０

％

未

満

５

０

％

以

上

７

０

％

未

満

３

０

％

以

上

５

０

％

未

満

３

０

％

未

満

無

回

答
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（４）運営課題 

問19 運営にあたり課題となっていることは何ですか。（あてはまるものすべてに◯） 

 

前回の調査結果と比較すると、「介護報酬の低さ」が10.5ポイント高くなっています。 

実施しているサービス別にみると、“居宅サービス事業所”で「利用者の確保」が55.1％と高く

なっています。 

 

【経年比較】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

   (%)

介護報酬の低さ

職員の確保・定着支援

利用者の確保

職員の資質向上

施設・設備の改善

利用者、家族の制度に対する理解の促進

利用者、家族からの苦情や事故の対応

医療機関との連携

多職種との連携

その他

特にない

無回答

63.6

58.3

46.4

37.1

22.5

18.5

17.2

15.9

14.6

5.3

2.0

0.7

53.1

60.2

51.6

42.2

21.9

30.5

13.3

21.1

22.7

4.7

3.9

2.3

0 20 40 60 80

令和7年度 n=(151)  

令和4年度 n=(128)  



第２章 調査結果の詳細 

26 

【実施しているサービス別】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

（％）

n

介
護
報
酬
の
低
さ

職
員
の
確
保
・
定
着
支
援

利
用
者
の
確
保

職
員
の
資
質
向
上

施
設
・
設
備
の
改
善

利
用
者

、
家
族
の
制
度
に
対

す
る
理
解
の
促
進

全  体 151 63.6 58.3 46.4 37.1 22.5 18.5

居宅介護支援事業所 38 60.5 47.4 23.7 21.1 7.9 34.2

居宅サービス事業所 89 68.5 57.3 55.1 39.3 19.1 13.5

施設・居住系サービス事業所 24 50.0 79.2 50.0 54.2 58.3 12.5

n

利
用
者

、
家
族
か
ら
の
苦
情

や
事
故
の
対
応

医
療
機
関
と
の
連
携

多
職
種
と
の
連
携

そ
の
他

特
に
な
い

無
回
答

全  体 151 17.2 15.9 14.6 5.3 2.0 0.7

居宅介護支援事業所 38 26.3 26.3 23.7 15.8 2.6 2.6

居宅サービス事業所 89 10.1 10.1 10.1 2.2 2.2 -

施設・居住系サービス事業所 24 29.2 20.8 16.7 - - -
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（５）令和６年度報酬改定による影響 

問20 令和６年度報酬改定により、最も影響があったものは何ですか。（〇は１つ） 

 

「十分な賃上げに反映できていない」、「依然として人材不足である」が30.5％となっています。 

実施しているサービス別にみると、“居宅サービス事業所”で「依然として人材不足である」が

31.5％と高くなっています。 

 

【実施しているサービス別】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（６）報酬改定を踏まえ、行政に期待すること 

問21 報酬改定を踏まえ、行政に期待することは何ですか。自由にご記入ください。 

 

主な意見は以下の通りです。 

 

【介護報酬】 

・職員の賃上げに繋がる十分な改定 

・現場スタッフの賃上げによる人材不足改善 

・介護報酬の底上げ 

・介護職の処遇改善の強化、基本報酬の底上げ 

 

【その他】 

・介護職への理解。イメージ（きつい、低賃金）が先行し、人材がなかなか増えない 

  

  全  体 (151)

居宅介護支援事業所 (38)

居宅サービス事業所 (89)

施設・居住系サービス事業所 (24)

(%)ｎ

13.2

14.6

0.0

26.3

30.3

37.5

28.9

31.5

29.2

15.8

11.2

20.8

0.0

0.0

0.0

13.2

7.9

8.3

2.6

4.5

4.2

11.9 30.5 30.5 13.9

0.0

9.3 4.0

事

業

所

の

収

支

が

減

少

し

た

十

分

な

賃

上

げ

に

反

映

で

き

て

い

な

い

依

然

と

し

て

人

材

不

足

で

あ

る

加

算

取

得

が

複

雑

で

あ

る

そ

の

他

特

に

影

響

は

な

い

無

回

答
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４．人材確保・育成について 

（１）職員の過不足状況 

問22  現在のサービス提供状況からみて、職員数の過不足はありますか。（◯は１つ） 

 

前回の調査結果と比較すると、「やや不足している」が9.2ポイント高くなっています。 

実施しているサービス別にみると、“居宅サービス事業所”で「不足している」が36.0％と高く

なっています。 

 

【経年比較】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【実施しているサービス別】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

  全  体 (151)

居宅介護支援事業所 (38)

居宅サービス事業所 (89)

施設・居住系サービス事業所 (24)

(%)ｎ

23.7

36.0

20.8

28.9

40.4

54.2

31.6

19.1

16.7

5.3

2.2

4.2

5.3

1.1

0.0

5.3

1.1

4.2

30.5 39.7 21.9

3.3 2.0

2.6

不

足

し

て

い

る

や

や

不

足

し

て

い

る

過

不

足

は

な

い

や

や

余

裕

が

あ

る

余

裕

が

あ

る

無

回

答

令和７年度 (151)

令和４年度 (128)

(%)ｎ

36.7 30.5 22.7

3.9 3.1

3.1

30.5 39.7 21.9

3.3 2.0

2.6

不

足

し

て

い

る

や

や

不

足

し

て

い

る

過

不

足

は

な

い

や

や

余

裕

が

あ

る

余

裕

が

あ

る

無

回

答
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（２）不足している職種 

問23 貴事業所では、特に不足している職種はありますか。（◯は２つまで） 

 

前回の調査結果と比較すると、「介護職員」が7.6ポイント高くなっています。 

実施しているサービス別にみると、“居宅介護支援事業所”で「介護支援専門員（計画作成担当

者）」が36.8％と高くなっています。 

 

【経年比較】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【実施しているサービス別】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

（％）

n

介
護
職
員

介
護
支
援
専
門
員

（
計
画
作

成
担
当
者

）

看
護
職
員

サ
ー
ビ
ス
提
供
責
任
者

機
能
訓
練
指
導
員

（
P
T
・

O
T
・
S
T
等

）

生
活
相
談
員

そ
の
他

特
に
な
い

無
回
答

全  体 151 49.0 13.2 12.6 10.6 8.6 2.0 4.6 19.2 2.6

居宅介護支援事業所 38 18.4 36.8 - 10.5 5.3 - 2.6 36.8 7.9

居宅サービス事業所 89 52.8 1.1 19.1 12.4 11.2 3.4 5.6 14.6 1.1

施設・居住系サービス事業所 24 83.3 20.8 8.3 4.2 4.2 - 4.2 8.3 -

介護職員

介護支援専門員（計画作成担当者）

看護職員

サービス提供責任者

機能訓練指導員（PT・OT・ST等）

生活相談員

その他

特にない

無回答

49.0

13.2

12.6

10.6

8.6

2.0

4.6

19.2

2.6

41.4

12.5

13.3

7.8

13.3

2.3

3.1

20.3

10.9

0 10 20 30 40 50

令和7年度 n=(151)  

令和4年度 n=(128)  

(%)
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（３）採用者数 

問24 貴事業所の過去３年間の採用者数について、それぞれ人数を記入してください。（派遣

は除く） 

 

①新卒採用者数 

新卒採用者数をみると、令和６年度では「「０人」（採用していない）」が減少し、「１人」、「２

人」が増加しています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

②未経験者採用者数 

未経験者採用者数をみると、令和６年度では「「０人」（採用していない）」が減少し、「１人」

が増加ののち減少しています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

③経験者採用者数 

経験者採用者数をみると、令和６年度では「「０人」（採用していない）」が減少し、「１人」が

増加しています。 

 

 

 

 

 

 

  

令和５年度

令和６年度

n=(151)

令和４年度

(%)

56.3

46.4

13.9

24.5

4.0

4.6

6.6

2.6

3.3

3.3

4.6

7.3

11.3

11.3

65.6 8.6 4.04.0

2.0

4.6 11.3

０

人

１

人

２

人

３

人

４

人

５

人

以

上

無

回

答

令和６年度

n=(151)

令和４年度

令和５年度

(%)

68.9

64.2

13.9

11.3

4.6

7.3

1.3

2.6

0.0

1.3

0.0

2.0

11.3

11.3

74.2 10.6

1.3 2.0 0.70.0

11.3

０

人

１

人

２

人

３

人

４

人

５

人

以

上

無

回

答

n=(151)

令和４年度

令和５年度

令和６年度

(%)

78.1

73.5

7.9

8.6

2.6

6.0

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

0.7

11.3

11.3

78.1 6.0

2.6 2.0 0.0 0.0

11.3

０

人

１

人

２

人

３

人

４

人

５

人

以

上

無

回

答
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【①新卒採用者数 実施しているサービス別】 

○令和４年度 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○令和５年度 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○令和６年度 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

  全  体 (151)

居宅介護支援事業所 (38)

居宅サービス事業所 (89)

施設・居住系サービス事業所 (24)

(%)ｎ

86.8

76.4

41.7

0.0

7.9

25.0

0.0

4.5

20.8

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

4.2

13.2

11.2

8.3

73.5 8.6 6.0

0.0 0.00.7

11.3

０

人

１

人

２

人

３

人

４

人

５

人

以

上

無

回

答

  全  体 (151)

居宅介護支援事業所 (38)

居宅サービス事業所 (89)

施設・居住系サービス事業所 (24)

(%)ｎ

84.2

80.9

58.3

2.6

6.7

20.8

0.0

1.1

12.5

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

13.2

11.2

8.3

78.1 7.9

2.6 0.0 0.00.0

11.3

０

人

１

人

２

人

３

人

４

人

５

人

以

上

無

回

答

  全  体 (151)

居宅介護支援事業所 (38)

居宅サービス事業所 (89)

施設・居住系サービス事業所 (24)

(%)ｎ

84.2

80.9

58.3

2.6

5.6

12.5

0.0

1.1

12.5

0.0

1.1

8.3

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

13.2

11.2

8.3

78.1 6.0

2.6 2.0 0.0 0.0

11.3

０

人

１

人

２

人

３

人

４

人

５

人

以

上

無

回

答
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【②未経験者採用者数 実施しているサービス別】 

○令和４年度 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○令和５年度 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○令和６年度 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

  全  体 (151)

居宅介護支援事業所 (38)

居宅サービス事業所 (89)

施設・居住系サービス事業所 (24)

(%)ｎ

78.9

55.1

75.0

5.3

14.6

8.3

2.6

11.2

0.0

0.0

3.4

4.2

0.0

2.2

0.0

0.0

2.2

4.2

13.2

11.2

8.3

64.2 11.3 7.3

2.61.3 2.0

11.3

０

人

１

人

２

人

３

人

４

人

５

人

以

上

無

回

答

  全  体 (151)

居宅介護支援事業所 (38)

居宅サービス事業所 (89)

施設・居住系サービス事業所 (24)

(%)ｎ

78.9

64.0

70.8

7.9

15.7

16.7

0.0

6.7

4.2

0.0

2.2

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

13.2

11.2

8.3

68.9 13.9 4.6

1.3 0.0 0.0

11.3

０

人

１

人

２

人

３

人

４

人

５

人

以

上

無

回

答

  全  体 (151)

居宅介護支援事業所 (38)

居宅サービス事業所 (89)

施設・居住系サービス事業所 (24)

(%)ｎ

81.6

73.0

66.7

5.3

11.2

16.7

0.0

1.1

4.2

0.0

2.2

4.2

0.0

1.1

0.0

0.0

0.0

0.0

13.2

11.2

8.3

74.2 10.6

1.3 2.0 0.7 0.0

11.3

０

人

１

人

２

人

３

人

４

人

５

人

以

上

無

回

答
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【③経験者採用者数 実施しているサービス別】 

○令和４年度 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○令和５年度 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○令和６年度 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

  全  体 (151)

居宅介護支援事業所 (38)

居宅サービス事業所 (89)

施設・居住系サービス事業所 (24)

(%)ｎ

63.2

44.9

25.0

23.7

24.7

25.0

0.0

5.6

8.3

0.0

2.2

8.3

0.0

4.5

4.2

0.0

6.7

20.8

13.2

11.2

8.3

46.4 24.5 4.6

2.6 3.3

7.3 11.3

０

人

１

人

２

人

３

人

４

人

５

人

以

上

無

回

答

  全  体 (151)

居宅介護支援事業所 (38)

居宅サービス事業所 (89)

施設・居住系サービス事業所 (24)

(%)ｎ

73.7

55.1

33.3

5.3

20.2

4.2

2.6

3.4

8.3

2.6

5.6

16.7

2.6

2.2

8.3

0.0

2.2

20.8

13.2

11.2

8.3

56.3 13.9

4.0

6.6

3.3

4.6 11.3

０

人

１

人

２

人

３

人

４

人

５

人

以

上

無

回

答

  全  体 (151)

居宅介護支援事業所 (38)

居宅サービス事業所 (89)

施設・居住系サービス事業所 (24)

(%)ｎ

76.3

65.2

50.0

7.9

11.2

0.0

0.0

4.5

8.3

2.6

4.5

4.2

0.0

1.1

8.3

0.0

2.2

20.8

13.2

11.2

8.3

65.6 8.6 4.04.0

2.0

4.6 11.3

０

人

１

人

２

人

３

人

４

人

５

人

以

上

無

回

答
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（４）在籍者数・採用者数・離職者数 

問25 貴事業所の従業員の在籍者数・採用者数・離職者数について、それぞれ記入してくださ

い。 

 

在籍者数・採用者数・離職者数 

採用者数と離職者数の差をみると、令和５年度では、その他職種が0.4人と最も高くなっていま

す。令和６年度では、介護職員が0.6人と最も高くなっています。令和７年度では、介護職員が

0.5人と最も高くなっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

（人）

全体（ｎ） 在籍者数 採用者数 離職者数

令和５年度 3.8 0.3 0.2 0.1

令和６年度 9.4 1.2 1.2 0.0

令和７年度 4.2 0.3 0.3 0.0

（人）

全体（ｎ） 在籍者数 採用者数 離職者数

令和５年度 9.0 1.3 1.2 0.1

令和６年度 4.4 0.8 0.2 0.6

令和７年度 10.6 1.7 1.2 0.5

（人）

全体（ｎ） 在籍者数 採用者数 離職者数

令和５年度 1.2 0.1 0.1 0.0

令和６年度 3.3 0.5 0.5 0.0

令和７年度 1.3 0.2 0.2 0.0

（人）

全体（ｎ） 在籍者数 採用者数 離職者数

令和５年度 3.3 0.9 0.5 0.4

令和６年度 1.4 0.2 0.1 0.1

令和７年度 4.0 0.7 0.6 0.1

83

１．訪問介護員 ※採用者数
－離職者数

※採用者数
－離職者数

３．介護支援専門員 ※採用者数
－離職者数

※採用者数
－離職者数

２．介護職員

95

101

110

４．その他職種
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離職率 

訪問介護員では、令和６年度と比較すると、「直近１年間に離職者なし」が10.0ポイント高く

なっています。 

介護職員では、令和６年度と比較すると、「直近１年間に離職者なし」が17.9ポイント低くなっ

ており、一方、「10～20％未満」が7.3ポイント高くなっています。 

介護支援専門員では、大きな違いはみられません。 

その他職種では、令和６年度と比較すると、「直近１年間に離職者なし」が17.2ポイント低く

なっており、一方、「10～20％未満」が9.9ポイント高くなっています。 

 

【離職率 訪問介護員】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【離職率 介護職員】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

令和５年 (151)

令和６年 (151)

令和７年 (151)

(%)ｎ

56.3

38.4

1.3

5.3

2.6

9.9

2.0

4.6

0.0

0.7

0.0

1.3

0.0

2.0

37.7

37.7

37.7 4.6 9.3 4.6

2.0 0.7 1.3

39.7

直

近

１

年

間

に

離

職

者

な

し

1

0

％

未

満

1

0
～

2

0

％

未

満

2

0
～

3

0

％

未

満

3

0
～

4

0

％

未

満

4

0
～

5

0

％

未

満

5

0

％

以

上

不

明

ま

た

は

無

回

答

令和５年 (151)

令和６年 (151)

令和７年 (151)

(%)ｎ

36.4

46.4

3.3

4.0

6.0

3.3

2.6

1.3

2.0

0.0

0.0

0.0

0.7

0.0

49.0

45.0

47.7

3.3 2.6 1.3 0.0 0.0 0.0

45.0

直

近

１

年

間

に

離

職

者

な

し

1

0

％

未

満

1

0
～

2

0

％

未

満

2

0
～

3

0

％

未

満

3

0
～

4

0

％

未

満

4

0
～

5

0

％

未

満

5

0

％

以

上

不

明

ま

た

は

無

回

答
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【離職率 介護支援専門員】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【離職率 その他職種】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

令和５年 (151)

令和６年 (151)

令和７年 (151)

(%)ｎ

66.9

49.7

0.0

4.0

0.0

9.9

2.0

2.0

0.7

2.0

0.0

0.7

0.7

2.0

29.8

29.8

54.3

2.0

6.0

2.6 0.7 2.0 1.3

31.1

直

近

１

年

間

に

離

職

者

な

し

1

0

％

未

満

1

0
～

2

0

％

未

満

2

0
～

3

0

％

未

満

3

0
～

4

0

％

未

満

4

0
～

5

0

％

未

満

5

0

％

以

上

不

明

ま

た

は

無

回

答

令和５年 (151)

令和６年 (151)

令和７年 (151)

(%)ｎ

53.6

57.0

1.3

0.0

4.0

0.7

3.3

0.7

1.3

2.0

1.3

0.0

0.7

3.3

34.4

36.4

62.9

0.0 0.0 0.7 0.0 0.0 1.3

35.1

直

近

１

年

間

に

離

職

者

な

し

1

0

％

未

満

1

0
～

2

0

％

未

満

2

0
～

3

0

％

未

満

3

0
～

4

0

％

未

満

4

0
～

5

0

％

未

満

5

0

％

以

上

不

明

ま

た

は

無

回

答
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（５）職員の離職理由 

問26  職員の離職理由は、どのような内容が多いですか。（あてはまるものすべてに◯） 

 

「心身の不調」が33.8％で最も高く、次いで「転職（同業種・他業種）」が25.2％、「家族等の介

護・看護」が21.9％となっています。 

実施しているサービス別にみると、“居宅サービス事業所”で「転職（同業種・他業種）」が

28.1％と高くなっています。 

 

【実施しているサービス別】 

 

 

 

 

 

 

 

 

（％）

n

心
身
の
不
調

転
職

（
同
業
種
・
他
業
種

）

家
族
等
の
介
護
・
看
護

職
場
の
人
間
関
係

収
入
面

家
族
等
の
転
居
・
転
勤

結
婚
・
出
産
・
育
児

全  体 151 33.8 25.2 21.9 19.9 17.9 15.2 9.3

居宅介護支援事業所 38 23.7 10.5 15.8 13.2 21.1 2.6 5.3

居宅サービス事業所 89 31.5 28.1 23.6 18.0 15.7 14.6 9.0

施設・居住系サービス事業所 24 58.3 37.5 25.0 37.5 20.8 37.5 16.7

n

通
勤
距
離

労
働
時
間
・
休
日
・
勤
務
体

制 法
人
・
事
業
所
の
理
念
や
運

営
の
在
り
方

そ
の
他

わ
か
ら
な
い

無
回
答

全  体 151 6.0 6.0 3.3 15.9 4.6 13.2

居宅介護支援事業所 38 5.3 7.9 5.3 26.3 5.3 26.3

居宅サービス事業所 89 6.7 4.5 3.4 13.5 5.6 10.1

施設・居住系サービス事業所 24 4.2 8.3 - 8.3 - 4.2
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（６）早期離職防止や定着促進のための方策 

問27 貴事業所では、従業員の早期離職防止や定着促進のためにどのような方策をとっていま

すか。（あてはまるものすべてに◯） 

 

「労働時間（時間帯・総労働時間）の希望を聞いている」が59.6％で最も高く、次いで「能力や

仕事ぶりを評価し、配置や処遇に反映している」が50.3％、「育児・介護などの休暇制度の活用を

奨励している」が48.3％となっています。 

実施しているサービス別にみると、“居宅サービス事業所”で「労働時間（時間帯・総労働時間）

の希望を聞いている」が67.4％と高くなっています。 

 

【実施しているサービス別】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（％）

n

労
働
時
間

（
時
間
帯
・
総
労
働
時
間

）

の
希
望
を
聞
い
て
い
る

能
力
や
仕
事
ぶ
り
を
評
価
し

、
配
置
や

処
遇
に
反
映
し
て
い
る

育
児
・
介
護
な
ど
の
休
暇
制
度
の
活
用

を
奨
励
し
て
い
る

心
身
の
健
康
管
理
に
力
を
い
れ
て
い
る

キ
ャ
リ
ア
に
応
じ
た
給
与
体
系
を
整
備

し
て
い
る

新
人
の
指
導
担
当
・
ア
ド
バ
イ
ザ
ー
を

置
い
て
い
る

東
京
都
が
実
施
す
る
事
業
を
活
用
し
て

い
る

全  体 151 59.6 50.3 48.3 35.1 29.8 27.8 24.5

居宅介護支援事業所 38 44.7 18.4 26.3 26.3 10.5 2.6 28.9

居宅サービス事業所 89 67.4 56.2 52.8 37.1 32.6 32.6 22.5

施設・居住系サービス事業所 24 54.2 79.2 66.7 41.7 50.0 50.0 25.0

n

福
利
厚
生
を
充
実
さ
せ

、
職
場
内
の
交

流
を
深
め
て
い
る

渋
谷
区
が
実
施
す
る
資
格
取
得
補
助

、

宿
舎
借
り
上
げ

、
就
職
マ
ッ
チ
ン
グ
事

業
の
事
業
を
活
用
し
て
い
る

子
育
て
支
援

（
託
児
所
設
置

、
保
育
費

用
の
助
成
等

）
を
行
っ
て
い
る

そ
の
他

特
に
何
も
し
て
い
な
い

無
回
答

全  体 151 19.9 17.2 2.6 4.0 6.6 2.0

居宅介護支援事業所 38 7.9 7.9 - 2.6 21.1 7.9

居宅サービス事業所 89 23.6 20.2 2.2 3.4 2.2 -

施設・居住系サービス事業所 24 25.0 20.8 8.3 8.3 - -
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（７）介護人材確保の取り組み 

問28  貴事業所では、介護人材の確保については、どのように取り組んでいますか。（あては

まるものすべてに◯） 

 

「賃金面の充実」が37.7％で最も高く、次いで「研修会への参加支援」、「求人広告掲載」が

37.1％、「新卒・中途採用枠の拡大」が31.1％となっています。 

実施しているサービス別にみると、“居宅サービス事業所”で「賃金面の充実」が43.8％と高く

なっています。 

定年退職年齢の引き上げについては、回答者数が少ないため、参考値となっています。 

 

【実施しているサービス別】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

（％）

n

賃
金
面
の
充
実

研
修
会
へ
の
参
加
支
援

求
人
広
告
掲
載

新
卒
・
中
途
採
用
枠
の
拡
大

S
N
S
を
活
用
し
た
事
業
所
P
R

I
C
T
機
器
の
活
用

福
利
厚
生
の
充
実

職
員
の
相
談
体
制
の
充
実

就
職
相
談
会
へ
の
参
加
・
開
催

東
京
都
が
実
施
す
る
事
業
を
活
用
し
て

い
る

全  体 151 37.7 37.1 37.1 31.1 29.1 27.8 25.2 23.8 23.2 23.2

居宅介護支援事業所 38 15.8 28.9 15.8 13.2 13.2 23.7 10.5 2.6 13.2 21.1

居宅サービス事業所 89 43.8 37.1 40.4 33.7 32.6 24.7 24.7 29.2 22.5 22.5

施設・居住系サービス事業所 24 50.0 50.0 58.3 50.0 41.7 45.8 50.0 37.5 41.7 29.2

n

就
業
時
間
の
見
直
し

渋
谷
区
が
実
施
す
る
資
格
取
得
補
助

、

宿
舎
借
り
上
げ

、
就
職
マ
ッ
チ
ン
グ
事

業
の
事
業
を
活
用
し
て
い
る

定
年
退
職
年
齢
の
引
き
上
げ

在
留
資
格

「
介
護

」
「
技
能
実
習

」

「
特
定
技
能
1
号

」
に
よ
る
外
国
人
労

働
者
の
受
入

介
護
助
手
の
導
入

介
護
ロ
ボ
ッ
ト
の
導
入

経
済
連
携
協
定

（
E
P
A

）
等
に
よ
る

外
国
人
労
働
者
の
受
入

そ
の
他

特
に
な
い

無
回
答

全  体 151 16.6 14.6 11.9 11.3 7.9 4.0 1.3 2.0 9.3 4.0

居宅介護支援事業所 38 13.2 2.6 15.8 2.6 2.6 - - 5.3 18.4 13.2

居宅サービス事業所 89 16.9 16.9 7.9 6.7 5.6 2.2 1.1 1.1 7.9 1.1

施設・居住系サービス事業所 24 20.8 25.0 20.8 41.7 25.0 16.7 4.2 - - -
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【定年退職年齢の引き上げ】 

 

 

 

 

 

 

 

 

（８）介護助手の活用 

問29 介護助手の活用について、お伺いします。（〇は１つ） 

 

「活用する見込みはない」が65.6％で最も高く、次いで「活用したい」、「既に活用している」が

14.6％となっています。 

実施しているサービス別にみると、“施設・居住系サービス事業所”で「活用したい」が25.0％

と高くなっています。 

既に活用している事業所の介護助手の活用人数については、回答者数が少ないため、参考値と

なっています。 

 

【実施しているサービス別】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【既に活用している事業所の介護助手の活用人数】 

 

 

 

  

(18)  44.4

0.0

11.1 5.6

0.0

38.9

(%)ｎ

～

6

5

歳

～

7

0

歳

～

7

5

歳

～

8

0

歳

8

1

歳

以

上

無

回

答

(22)  22.7

0.0

9.1 40.9 27.3

(%)ｎ

０

人

１

人

２

人

３

人

以

上

無

回

答

  全  体 (151)

居宅介護支援事業所 (38)

居宅サービス事業所 (89)

施設・居住系サービス事業所 (24)

(%)ｎ

5.3

15.7

25.0

2.6

11.2

45.8

76.3

70.8

29.2

15.8

2.2

0.0

14.6 14.6 65.6 5.3

活

用

し

た

い

既

に

活

用

し

て

い

る

活

用

す

る

見

込

み

は

な

い

無

回

答
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（９）介護助手・ボランティアを活用するために必要な支援 

【問29で「１」に○を付けた事業所のみ】 

問29-１ 介護助手・ボランティアを活用するためには、どのような支援があればよいと思い

ますか。（あてはまるものすべてに〇） 

 

回答者数が少ないため、参考値となっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

（１０）介護職員・ボランティアによって負担軽減が見込まれること 

問30 介護助手・ボランティアに、具体的に何をしてもらうことで、どのような負担軽減が見

込まれますか。自由にご記入ください。 

 

主な意見は以下の通りです。 

 

【職員の時間軽減】 

・レクリエーションの時間にボランティアの方が来てくれれば、職員の事務業務が軽減する 

・ベッドメイク、洗濯、清掃、見守り等をしてもらうことで、直接業務の時間増、間接業務の

時間減が図れる 

・配膳、食事の片付け、日用品の補充などをしてもらうことで、介護業務に専念できる 

・日中の話し相手、見守りやベッドメイキング、下膳など 

 

【その他】 

・利用者が楽しめる時間が増え、生活の質は上がる 

・他の介護員が休んだ時に助かる 

・風呂介助等の重労働の負担が減る 

 

 

  

n=(22)  

経費補助

人材の紹介・マッチング

募集・広報などの情報発信

その他

無回答

86.4

63.6

54.5

-

-

0 20 40 60 80 100(%)
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（１１）外国人の雇用状況 

問31 貴事業所では、外国人を雇用していますか。（〇は１つ） 

 

「雇用していない」が82.1％となっています。 

実施しているサービス別にみると、“居宅介護支援事業所”で「雇用していない」が92.1％と高

くなっています。 

 

【実施しているサービス別】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

  全  体 (151)

居宅介護支援事業所 (38)

居宅サービス事業所 (89)

施設・居住系サービス事業所 (24)

(%)ｎ

2.6

11.2

54.2

92.1

87.6

45.8

5.3

1.1

0.0

15.9 82.1 2.0

雇

用

し

て

い

る

雇

用

し

て

い

な

い

無

回

答
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（１２）外国人の雇用人数、雇用している外国人の在留資格 

【問31で「１」に○を付けた事業所のみ】 

問31-１ 雇用している人数を記入してください。 

【同様に、問31で「１」に○を付けた事業所のみ】 

問31-２ 雇用している外国人の在留資格について教えてください。（あてはまるものすべてに

〇） 

 

雇用人数および雇用している外国人の在留資格は回答者数が少ないため、参考値となっていま

す。 

 

【雇用人数 正規職員】 

 

 

 

 

 

 

 

【雇用人数 非正規職員】 

 

 

 

 

 

 

 

 

【雇用している外国人の在留資格】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

(24)  62.5 29.2

0.0

4.24.2

(%)ｎ

０

人

１

人

２

人

３

人

以

上

無

回

答

n=(24)  

在留資格「特定技能１号」
（貴法人で直接受け入れ）

在留資格「介護」
（貴法人で直接受け入れ）

在留資格「介護」
（他法人からの転職）

技能実習生

留学生

EPA（経済連携協定）による受け入れ
（貴法人で直接受け入れ）

在留資格「特定技能１号」
（他法人からの転職）

EPA（経済連携協定）による受け入れ
（他法人からの転職）

無回答

62.5

45.8

25.0

25.0

12.5

4.2

4.2

-

8.3

0 10 20 30 40 50 60 70
(%)

(24)  8.3 37.5 12.5 37.5 4.2

(%)ｎ

０

人

１

人

２

人

３

人

以

上

無

回

答
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（１３）外国人介護人材の活用意向 

問32 外国人介護人材の活用の意向を教えてください。（〇は１つ） 

 

「現在受け入れておらず、今後のことは検討中」が47.7％で最も高く、次いで「現在受け入れて

おらず、今後も受け入れるつもりはない」が30.5％となっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（１４）今後受け入れるつもりがない理由 

【問32で「５」に○を付けた事業所のみ】 

問32-１ 今後受け入れるつもりがないとした理由について教えてください。（あてはまるもの

すべてに〇） 

 

「利用者や他の従業員との意思疎通（日本語能力及びコミュニケーション）が難しい」が39.1％

で最も高く、次いで「外国籍労働者の仕事上のサポート役の負担が大きい」が28.3％、「利用者が

外国籍労働者によるサービス提供に抵抗がある」が23.9％となっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

無回答

受け入れ後の生活支援の仕方がわからない

受け入れのためのコストが高い

受け入れについて他の従業員の理解を得ることが難しい

その他

特にない

利用者が外国籍労働者によるサービス提供に抵抗がある

受け入れ後の生活の管理や支援が難しい

受け入れのための住宅や寮などを確保することが困難

受け入れの手続きが煩雑

外国籍労働者の人材確保（自事業所とのマッチング）
が困難

n=(46)  

利用者や他の従業員との意思疎通（日本語
能力及びコミュニケーション）が難しい

外国籍労働者の仕事上のサポート役の負担が大きい

39.1

28.3

23.9

15.2

13.0

10.9

8.7

8.7

6.5

6.5

34.8

10.9

-

0 10 20 30 40 50
(%)

(151)  9.9 6.0

2.0

47.7 30.5 4.0

(%)ｎ

現

在

受

け

入

れ

て

お

り
、

今

後

も

さ

ら

に

受

け

入

れ

て

い

く

現

在

受

け

入

れ

て

お

り
、

今

後

の

こ

と

は

検

討

中

現

在

受

け

入

れ

て

い

な

い

が
、

今

後

は

受

け

入

れ

て

い

く

現

在

受

け

入

れ

て

お

ら

ず
、

今

後

の

こ

と

は

検

討

中

現

在

受

け

入

れ

て

お

ら

ず
、

今

後

も

受

け

入

れ

る

つ

も

り

は

な

い 無

回

答
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（１５）不足している外国人受け入れ支援事業 

問33 現在行われている外国人の受け入れ支援事業のうち、不足している部分について教えて

ください。（あてはまるものすべてに◯） 

 

「事業所の受け入れ準備に対する支援」が43.7％で最も高く、次いで「外国人従業員の日本語教

室等学費支援」が24.5％、「事業所と外国人就労者とのマッチング支援」が22.5％となっています。 

実施しているサービス別にみると、“居宅介護支援事業所”で「事業所と外国人就労者とのマッ

チング支援」が26.3％と高くなっています。 

 

【実施しているサービス別】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（１６）「介護職員宿舎借り上げ支援事業」の認知度・利用意向 

問34 東京都や渋谷区が行っている「介護職員宿舎借り上げ支援事業」についてお尋ねしま

す。（〇は１つ） 

 

「「介護職員宿舎借り上げ支援事業」を知らない」が41.7％で最も高く、次いで「「介護職員宿舎

借り上げ支援事業」を知っているが、利用していない」が37.7％となっています。 

 

 

 

 

 

 

 

  

（％）

n

事
業
所
の
受
け
入
れ
準
備
に

対
す
る
支
援

外
国
人
従
業
員
の
日
本
語
教

室
等
学
費
支
援

事
業
所
と
外
国
人
就
労
者
と

の
マ
ッ
チ
ン
グ
支
援

外
国
人
従
業
員
の
資
格
取
得

支
援

そ
の
他

無
回
答

全  体 151 43.7 24.5 22.5 20.5 8.6 28.5

居宅介護支援事業所 38 42.1 18.4 26.3 13.2 18.4 28.9

居宅サービス事業所 89 42.7 23.6 21.3 21.3 4.5 30.3

施設・居住系サービス事業所 24 50.0 37.5 20.8 29.2 8.3 20.8

(151)  10.6 6.0 37.7 41.7 4.0

(%)ｎ

「

介

護

職

員

宿

舎

借

り

上

げ

支

援

事

業
」

を

知
っ

て

お

り
、

利

用

し

て

い

る

「

介

護

職

員

宿

舎

借

り

上

げ

支

援

事

業
」

を

知
っ

て

お

り
、

今

後

利

用

し

た

い

と

思
っ

て

い

る

「

介

護

職

員

宿

舎

借

り

上

げ

支

援

事

業
」

を

知
っ

て

い

る

が
、

利

用

し

て

い

な

い

「

介

護

職

員

宿

舎

借

り

上

げ

支

援

事

業
」

を

知

ら

な

い

無

回

答
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（１７）「介護職員宿舎借り上げ支援事業」を利用していない理由 

【問34で「３」に○を付けた事業所のみ】 

問34-１ 「介護職員宿舎借り上げ支援事業」を利用していない理由について、教えてくださ

い。（あてはまるものすべてに〇） 

 

「宿舎借り上げを行っていないため」が31.6％で最も高く、次いで「事業所内での利用需要がな

いため」が29.8％となっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（１８）介護福祉士資格登録者数 

問35 令和７年10月１日時点の、貴事業所内の介護福祉士資格登録者数を教えてください。

（具体的に記入） 

 

「１～５人」が38.4％で最も高く、次いで「０人」が21.2％となっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

n=(57)  

宿舎借り上げを行っていないため

事業所内での利用需要がないため

対象要件を満たすことが難しいため

近隣の家賃相場が高価であるため

事業利用に係る手続きが煩雑なため

事業内容が分かりづらいため

その他

無回答

31.6

29.8

19.3

17.5

17.5

15.8

17.5

-

0 10 20 30 40 (%)

(151)  21.2 38.4 17.9 4.04.0 6.6 7.9

(%)ｎ

０

人

１
～

５

人

６
～

1

0

人

1

1
～

1

5

人

1

6
～

2

0

人

2

1

人

以

上

無

回

答
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（１９）実施している研修や資格取得支援 

問36 貴事業所では、どのような研修や資格取得支援などを行っていますか。（あてはまるも

のすべてに◯） 

 

「研修などへ参加する際に、業務として勤務時間中に参加させている」が58.3％で最も高く、次

いで「事業所内での採用時研修（新任研修）」が53.6％、「事業所内での定期的な現任研修の実施」

が52.3％、「有料の研修などへ参加する際の受講費用を補助」が51.7％となっています。 

実施しているサービス別にみると、“居宅介護支援事業所”で「渋谷区が主催する研修などへの

参加を奨励」が68.4％と高くなっています。 

 

【実施しているサービス別】 

 

 

 

 

 

 

 

 

（％）

n

研
修
な
ど
へ
参
加
す
る
際
に

、
業
務

と
し
て
勤
務
時
間
中
に
参
加
さ
せ
て

い
る

事
業
所
内
で
の
採
用
時
研
修

（
新
任

研
修

）

事
業
所
内
で
の
定
期
的
な
現
任
研
修

の
実
施

有
料
の
研
修
な
ど
へ
参
加
す
る
際
の

受
講
費
用
を
補
助

東
京
都
等
が
実
施
し
て
い
る
研
修
な

ど
へ
の
参
加
を
奨
励

渋
谷
区
が
主
催
す
る
研
修
な
ど
へ
の

参
加
を
奨
励

事
業
所
内
で
の
事
例
検
討
会
や

、
外

部
研
修
受
講
者
に
よ
る
報
告
会

全  体 151 58.3 53.6 52.3 51.7 45.7 45.0 43.7

居宅介護支援事業所 38 65.8 23.7 28.9 50.0 44.7 68.4 42.1

居宅サービス事業所 89 55.1 61.8 57.3 50.6 44.9 38.2 42.7

施設・居住系サービス事業所 24 58.3 70.8 70.8 58.3 50.0 33.3 50.0

n

資
格
試
験
に
合
格
し
た
場
合

、
受
験

料
や
登
録
費
用
な
ど
を
補
助

そ
の
他
民
間
団
体
が
実
施
し
て
い
る

研
修
な
ど
へ
の
参
加
を
奨
励

事
業
所
内
で
の
資
格
取
得
支
援
の
研

修

（
既
採
用
職
員
向
け

）

事
業
所
内
で
の
新
規
人
材
確
保
な
ど

の
た
め
の
資
格
取
得
支
援
の
研
修

（
採
用
前

）

そ
の
他

特
に
何
も
し
て
い
な
い

無
回
答

全  体 151 41.1 28.5 24.5 13.2 2.0 3.3 2.6

居宅介護支援事業所 38 39.5 42.1 13.2 7.9 - 7.9 7.9

居宅サービス事業所 89 39.3 22.5 25.8 15.7 2.2 2.2 1.1

施設・居住系サービス事業所 24 50.0 29.2 37.5 12.5 4.2 - -



第２章 調査結果の詳細 

48 

（２０）研修・教育等に関して困っていること 

問37  研修・教育等に関して困っていることは何ですか。（あてはまるものすべてに◯） 

 

「人材育成のための時間がない」が55.0％で最も高く、次いで「指導を出来る人材が少ない、ま

たは、いない」が33.8％となっています。 

実施しているサービス別にみると、“居宅サービス事業所”で「人材育成のための費用に余裕が

ない」が32.6％と高くなっています。 

 

【実施しているサービス別】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

（％）

n

人
材
育
成
の
た
め
の
時
間
が

な
い

指
導
を
出
来
る
人
材
が
少
な

い

、
ま
た
は

、
い
な
い

研
修
を
受
講
さ
せ
る
人
的
余

裕
が
な
い

人
材
育
成
の
た
め
の
費
用
に

余
裕
が
な
い

従
業
員
の
自
己
啓
発
へ
の
意

欲
が
低
い

採
用
時
期
が
別
々
で
効
率
的

な
育
成
が
で
き
な
い

全  体 151 55.0 33.8 26.5 25.2 24.5 12.6

居宅介護支援事業所 38 47.4 13.2 10.5 7.9 15.8 2.6

居宅サービス事業所 89 57.3 38.2 30.3 32.6 23.6 14.6

施設・居住系サービス事業所 24 58.3 50.0 37.5 25.0 41.7 20.8

n

育
成
し
て
も
す
ぐ
に
辞
め
て

し
ま
う

事
業
者
や
法
人
内
に
お
け
る

人
材
育
成
の
優
先
順
位
が
低

い そ
の
他

特
に
な
い

無
回
答

全  体 151 11.3 6.6 0.7 11.9 3.3

居宅介護支援事業所 38 5.3 7.9 2.6 15.8 10.5

居宅サービス事業所 89 12.4 6.7 - 11.2 -

施設・居住系サービス事業所 24 16.7 4.2 - 8.3 4.2
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（２１）今後受けたい介護人材育成研修の内容 

問38 令和元年度から渋谷区主催で介護人材の育成研修を行っていますが、今後どのような研

修を受けたいですか。（あてはまるものすべてに〇） 

 

「リスクマネジメント・事件事故・虐待防止」が48.3％で最も高く、次いで「接遇・マナー」が

45.0％となっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

n=(151)  

リスクマネジメント・事件事故・虐待防止

接遇・マナー

クレーム対応

メンタルヘルス

コミュニケーション

介護技術・知識

事業所の生産性向上

ＯＪＴ／育成力強化

モチベーション

アンガーマネジメント

リーダー系研修

コーチング

チームビルディング

採用・職員定着

外国人介護職員の採用と育成

外国人従業員向けの研修

その他

無回答

48.3

45.0

36.4

35.1

33.1

29.8

27.8

26.5

25.8

23.8

23.8

22.5

19.2

17.2

8.6

8.6

2.0

4.0

0 10 20 30 40 50 (%)
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（２２）渋谷区主催の研修に参加する際、参加しやすい日時・時間帯 

問39 渋谷区主催の研修に参加する際、参加しやすい日時・時間帯を教えてください。（あて

はまるものすべてに〇） 

 

「平日（午後）」が71.5％で最も高く、次いで「平日（夜間）」が27.8％、「平日（午前）」が

26.5％となっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（２３）職員からの悩みや相談への対応方法 

問40 貴事業所では、職員からの悩みや相談にどのように対応していますか。（あてはまるも

のすべてに〇） 

 

「施設長等の管理者が相談に応じている」が77.5％で最も高く、次いで「事業所内に専門の相談

窓口を設置している」が44.4％となっています。 

実施しているサービス別にみると、“居宅サービス事業所”で「施設長等の管理者が相談に応じ

ている」が82.0％と高くなっています。 

 

【実施しているサービス別】 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

（％）

n

施
設
長
等
の
管
理
者
が
相
談

に
応
じ
て
い
る

事
業
所
内
に
専
門
の
相
談
窓

口
を
設
置
し
て
い
る

都
の
相
談
窓
口
を
案
内
・
紹

介
し
て
い
る

そ
の
他

無
回
答

全  体 151 77.5 44.4 4.0 8.6 2.0

居宅介護支援事業所 38 65.8 28.9 2.6 10.5 7.9

居宅サービス事業所 89 82.0 47.2 4.5 9.0 -

施設・居住系サービス事業所 24 79.2 58.3 4.2 4.2 -

n=(151)  

平日（午後）

平日（夜間）

平日（午前）

土曜日（午後）

日曜日・祝日（午後）

日曜日・祝日（午前）

土曜日（午前）

土曜日（夜間）

日曜日・祝日（夜間）

無回答

71.5

27.8

26.5

11.3

9.3

7.9

6.6

4.0

2.6

3.3

0 20 40 60 80 (%)
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５．ICT機器等の活用について 

（１）ICT機器や介護ロボットの導入状況 

問41  貴事業所ではICT機器（タブレット端末や記録転記支援ソフト等）や介護ロボット（移

乗・入浴支援機器、見守りセンサー等）を導入していますか。（◯は１つ） 

 

「導入していて、活用している」が60.9％で最も高く、次いで「導入していないが、興味はある」

が23.2％となっています。 

実施しているサービス別にみると、“居宅介護支援事業所”で「導入していないが、興味はある」

が34.2％と高くなっています。 

 

【実施しているサービス別】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  全  体 (151)

居宅介護支援事業所 (38)

居宅サービス事業所 (89)

施設・居住系サービス事業所 (24)

(%)ｎ

34.2

65.2

87.5

10.5

2.2

0.0

34.2

21.3

12.5

15.8

11.2

0.0

5.3

0.0

0.0

60.9 4.0 23.2 10.6 1.3

導

入

し

て

い

て
、

活

用

し

て

い

る

導

入

し

て

い

る

が
、

活

用

で

き

て

い

な

い

導

入

し

て

い

な

い

が
、

興

味

は

あ

る

導

入

し

て

お

ら

ず
、

活

用

す

る

予

定

も

な

い 無

回

答
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（２）活用している事業所が導入している機器 

【問41で「１」に○を付けた事業所のみ】 

問41-１ 導入している機器に近いものを下記から選んでください。（あてはまるものすべてに

◯） 

 

「利用者情報（ケア記録・ケアプラン等）の入力・保存・転記の機能」が88.0％で最も高く、次

いで「職員間で報告・連絡・相談を行うためのグループウェアの機能」が58.7％、「シフト管理・

勤怠管理・給与計算・配車管理等の機能」が56.5％となっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

無回答

利用者の移動を支援する介護テクノロジー

排泄を支援する介護テクノロジー

利用者宅に設置し、利用者の転倒等の異常を感知
した際に自動的に通報する介護テクノロジー

利用者との間で双方向コミュニケーションをとる
介護テクノロジー

認知機能が低下した高齢者等の自立した日常生活または
個別ケアを支援する機器・システム

カメラ型センサー（モニターカメラ）

入浴を支援する介護テクノロジー

移乗を支援する介護テクノロジー

身体機能や生活機能の訓練における
各業務を支援する機器・システム

各種介護ロボットとのデータ収集・蓄積・利用の
一元処理機能

ベッドセンサー（マット型・内蔵型）

施設内の無線ナースコール機器

インカム、ネックスピーカー

その他センサー（天井・壁・机上・床・ドア・便器等に
設置するカメラ型以外のもの）

食事・栄養管理に関する周辺業務を支援する
機器・システム

職員間で報告・連絡・相談を行うための
グループウェアの機能

シフト管理・勤怠管理・給与計算・配車管理等の機能

「介護保険請求システム」、「LIFE」、「ケアプラン
データ連携システム」とデータ連携する機能

施設内のICT機器同士の通信に利用するWiFi設備

入力した音声を文章（テキスト）に変える機能

n=(92)  

利用者情報（ケア記録・ケアプラン等）の入力・保存・
転記の機能

88.0

58.7

56.5

43.5

33.7

30.4

22.8

15.2

9.8

8.7

6.5

5.4

5.4

4.3

4.3

3.3

2.2

1.1

1.1

-

-

-

0 20 40 60 80 100
(%)
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（３）活用できていない事業所が導入している機器 

【問41で「２」に○を付けた事業所のみ】 

問41-２ 導入している機器に近いものを下記から選んでください。（あてはまるものすべてに

◯） 

 

回答者数が少ないため、参考値となっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

認知機能が低下した高齢者等の自立した日常生活または
個別ケアを支援する機器・システム

無回答

利用者との間で双方向コミュニケーションをとる
介護テクノロジー

利用者宅に設置し、利用者の転倒等の異常を感知
した際に自動的に通報する介護テクノロジー

入浴を支援する介護テクノロジー

身体機能や生活機能の訓練における各業務を
支援する機器・システム

食事・栄養管理に関する周辺業務を支援する
機器・システム

施設内の無線ナースコール機器

インカム、ネックスピーカー

移乗を支援する介護テクノロジー

利用者の移動を支援する介護テクノロジー

排泄を支援する介護テクノロジー

シフト管理・勤怠管理・給与計算・配車管理等の機能

各種介護ロボットとのデータ収集・蓄積・利用の
一元処理機能

ベッドセンサー（マット型・内蔵型）

カメラ型センサー（モニターカメラ）

その他センサー（天井・壁・机上・床・ドア・便器等に
設置するカメラ型以外のもの）

利用者情報（ケア記録・ケアプラン等）の入力・保存・
転記の機能

入力した音声を文章（テキスト）に変える機能

職員間で報告・連絡・相談を行うための
グループウェアの機能

「介護保険請求システム」、「LIFE」、「ケアプラン
データ連携システム」とデータ連携する機能

施設内のICT機器同士の通信に利用するWiFi設備

n=(6)  

83.3

33.3

16.7

16.7

16.7

-

-

-

-

-

-

-

-

-

-

-

-

-

-

-

-

-

0 20 40 60 80 100
(%)
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（４）導入している機器を活用できていない理由 

【同様に、問41で「２」に○を付けた事業所のみ】 

問41-３ 導入している機器を活用できていない理由を下記から選んでください。（あてはまる

ものすべてに◯） 

 

回答者数が少ないため、参考値となっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（５）導入するために期待する効果 

【問41で「３」または「４」に○を付けた事業所のみ】 

問41-４ どんな効果があれば導入してもいいか、近いものを下記から選んでください。 

（あてはまるものすべてに◯） 

 

「職員負担の軽減」が72.5％で最も高く、次いで「低コストで導入から運用まで実現できる」が

62.7％となっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

n=(51)  

職員負担の軽減

低コストで導入から運用まで実現できる

利用者の満足度向上

現場の人手不足解消

その他

無回答

72.5

62.7

25.5

23.5

3.9

2.0

0 20 40 60 80 (%)

現場で必要性を感じないため

その他

無回答

n=(6)  

知識のある職員が少ないため

活用方法がわからないため

費用対効果が低い・維持費の確保が困難なため

操作が難しい・わかりづらいため

50.0

50.0

16.7

16.7

16.7

16.7

-

0 20 40 60 (%)
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（６）ICTの活用に向けて行政に期待すること 

問42  ICTのさらなる活用に向けて、行政に期待することはありますか。 

 

「ICT機器導入に係る費用への補助」が72.8％で最も高く、次いで「活用のための研修の実施」

が36.4％、「ICT機器導入への助言・支援」が33.8％となっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

n=(151)  

ICT機器導入に係る費用への補助

活用のための研修の実施

ICT機器導入への助言・支援

他事業所や開発メーカーとの座談会

事業所にあるICT機器・介護ロボットの
効果的な活用方法の助言

その他

無回答

72.8

36.4

33.8

12.6

11.9

4.6

7.9

0 20 40 60 80
(%)
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６．ケアプランデータ連携システムの推進について 

（１）ケアプランデータ連携システムの導入状況 

問43 貴事業所ではケアプランデータ連携システムを導入していますか。（◯は１つ） 

 

「導入していないが、興味はある」が37.7％で最も高く、次いで「導入しておらず、利用する予

定もない」が32.5％となっています。 

実施しているサービス別にみると、“居宅介護支援事業所”で「導入していないが、興味はある」

が52.6％と高くなっています。 

 

【実施しているサービス別】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（２）ケアプランデータ連携システムを利用できていない理由 

【問43で「２」に○を付けた事業所のみ】 

問43-１ 利用できていない理由を下記から選んでください。（あてはまるものすべてに◯） 

 

回答者数が少ないため、参考値となっています。 

 

 

 

 

 

 

 

  

  全  体 (151)

居宅介護支援事業所 (38)

居宅サービス事業所 (89)

施設・居住系サービス事業所 (24)

(%)ｎ

5.3

21.3

37.5

10.5

3.4

0.0

52.6

34.8

25.0

21.1

37.1

33.3

10.5

3.4

4.2

19.9 4.6 37.7 32.5 5.3

導

入

し

て

い

て
、

利

用

し

て

い

る

導

入

し

て

い

る

が
、

利

用

で

き

て

い

な

い

導

入

し

て

い

な

い

が
、

興

味

は

あ

る

導

入

し

て

お

ら

ず
、

利

用

す

る

予

定

も

な

い

無

回

答

費用対効果が低い・維持費の確保が困難なため

知識のある職員が少ないため

現場で必要性を感じないため

その他

無回答

n=(7)  

導入している事業所が少ないため利用できない

操作が難しい・わかりづらいため

71.4

28.6

-

-

-

14.3

-

0 20 40 60 80 (%)
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（３）ケアプランデータ連携システムを導入するために期待する効果 

【問43で「３」または「４」に○を付けた事業所のみ】 

問43-２ どんな効果があれば導入してもいいか、近いものを下記から選んでください。 

（あてはまるものすべてに◯） 

 

「職員負担の軽減」が68.9％で最も高く、次いで「低コストで導入から運用まで実現できる」が

45.3％、「現場の人手不足解消」が31.1％となっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（４）ケアプランデータ連携システムの導入に向けて行政に期待すること 

問44 ケアプランデータ連携システムの導入に向けて、行政に期待することはありますか。

（あてはまるものすべてに〇） 

 

「ICT機器の導入に係る費用への補助」が43.7％で最も高く、次いで「既存システムの改修費用

の補助」が35.1％、「ケアプランデータ連携システムの説明会・研修会」が34.4％、「利用にあ

たってのサポート体制」が33.1％となっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

その他

特にない

無回答

既存システムの改修費用の補助

ケアプランデータ連携システムの説明会・研修会

利用にあたってのサポート体制

システム導入への助言・支援

導入済の事業所との座談会

n=(151)  

ICT機器の導入に係る費用への補助 43.7

35.1

34.4

33.1

27.8

13.2

2.6

10.6

6.6

0 10 20 30 40 50 (%)

n=(106)  

職員負担の軽減

低コストで導入から運用まで実現できる

現場の人手不足解消

利用にかかるサポート体制の充実

利用者の満足度向上

その他

無回答

68.9

45.3

31.1

27.4

9.4

5.7

6.6

0 20 40 60 80 (%)
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７．苦情対応等について 

（１）最も多かった利用者からの苦情 

問45 直近１年間で、利用者から受けた苦情のうち最も多かったものはなんですか。（◯は１

つ） 

 

「特に目立つ苦情はない」が42.4％で最も高く、次いで「サービス提供スタッフに不満がある」

が21.9％となっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（２）苦情への対応方法 

【問45で「１」から「７」に○を付けた事業所のみ】問45-１ 寄せられた苦情にどのように対

応しましたか。（◯は１つ） 

 

「事業所内でほぼ対応した」が74.7％となっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

(151)  5.3

0.7 0.0

19.9

2.0

21.9 5.3 42.4 2.6

(%)ｎ

サ
ー

ビ

ス

利

用

時

間

が

短

い

サ
ー

ビ

ス

利

用

回

数

が

少

な

い
（

減
っ

た
）

サ
ー

ビ

ス

の

種

類

が

少

な

い

サ
ー

ビ

ス

内

容

に

不

満

が

あ

る

サ
ー

ビ

ス

が

利

用

し

づ

ら

い

サ
ー

ビ

ス

提

供

ス

タ
ッ

フ

に

不

満

が

あ

る そ

の

他

特

に

目

立

つ

苦

情

は

な

い

無

回

答

(83)  74.7 16.9

1.2

7.2

(%)ｎ

事

業

所

内

で

ほ

ぼ

対

応

し

た

内

部

で

解

決

で

き

な

い

も

の

に

つ

い

て

は
、

関

係

機

関
（

地

域

包

括

支

援

セ

ン

タ
ー

、

区

な

ど
）

へ

連

絡

を

取

る

な

ど
、

連

携

し

て

対

応

し

た そ

の

他

無

回

答
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（３）利用者や家族とのトラブル内容 

問46 直近１年間で、サービス提供にあたって利用者や家族との間にどのようなトラブルがあ

りましたか。（あてはまるものすべてに◯） 

 

「特にトラブルはなかった」が53.6％で最も高く、次いで「暴言や暴力を受けた」が17.9％、

「セクハラ行為をされた」が11.9％となっています。 

実施しているサービス別にみると、“居宅サービス事業所”で「特にトラブルはなかった」が

59.6％と高くなっています。 

 

【実施しているサービス別】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（４）利用者や家族とのトラブルの頻度 

【問46で「１」から「６」に○を付けた事業所のみ】 

問46-１ 利用者や家族とのトラブルはどれくらいの頻度で起こりましたか。（◯は１つ） 

 

「年に１回～数回程度」が60.0％で最も高く、次いで「月に１回程度」が18.2％となっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

（％）

n

暴
言
や
暴
力
を
受
け
た

セ
ク
ハ
ラ
行
為
を
さ
れ
た

介
護
保
険
外
や
契
約
外
の

サ
ー
ビ
ス
を
要
求
さ
れ
た

利
用
料
の
支
払
い
に
つ
い
て

金
銭
や
謝
罪
等
の
不
当
要
求

を
さ
れ
た

そ
の
他

特
に
ト
ラ
ブ
ル
は
な
か
っ
た

無
回
答

全  体 151 17.9 11.9 9.9 7.9 4.0 4.6 53.6 9.9

居宅介護支援事業所 38 15.8 5.3 18.4 2.6 7.9 10.5 42.1 18.4

居宅サービス事業所 89 16.9 13.5 9.0 7.9 2.2 - 59.6 7.9

施設・居住系サービス事業所 24 25.0 16.7 - 16.7 4.2 12.5 50.0 4.2

(55)  60.0 18.2 12.7 5.5 3.6

(%)ｎ

年

に

１

回
～

数

回

程

度

月

に

１

回

程

度

月

に

２

回
～

４

回

ほ

ぼ

日

常

的

無

回

答
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（５）利用者や家族とのトラブルに対する対応方法 

【同様に、問46で「１」から「６」に○を付けた事業所のみ】 

問46-２ 利用者や家族とのトラブルに対してどのように対応しましたか。（あてはまるものす

べてに◯） 

 

「居宅介護支援事業所や地域包括支援センターと連携して対応した」が60.0％で最も高く、次い

で「運営主体の本部と連携して対応した」が58.2％となっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

n=(55)  

居宅介護支援事業所や地域包括支援センター
と連携して対応した

運営主体の本部と連携して対応した

区市町村に相談して対応した

他の指定介護事業所を紹介した

その他

無回答

60.0

58.2

12.7

7.3

3.6

1.8

0 10 20 30 40 50 60 70
(%)
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８．災害の対応について 

（１）防火・防災訓練の実施状況 

問47 貴事業所では、この１年間に防火・防災訓練を実施しましたか。（◯は1つ） 

 

「職員を対象に実施した」が64.2％で最も高く、次いで「利用者・職員双方を対象に実施した」

が19.9％となっています。 

実施しているサービス別にみると、“居宅介護支援事業所”で「職員を対象に実施した」が

73.7％と高くなっています。 

 

【実施しているサービス別】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（２）防火・防災訓練の実施にあたっての課題や必要な支援 

問48 防火・防災訓練の実施にあたり、課題や行政による支援が必要な点があればご記入くだ

さい。 

 

主な意見は以下の通りです。 

 

【防災訓練・研修の充実】 

・事業所だけでなく、利用者や地域による訓練も必要 

・防災訓練の講師派遣・指導、災害時の安否確認・訓練の指導 

・訓練マニュアルの提供、専門の講師派遣や実施指導 

【その他】 

・訪問介護時の利用者宅での支援方法 

・備品や人員の貸し出し 

・地震時等、車が動かない時のための移動方法等の訓練 

  全  体 (151)

居宅介護支援事業所 (38)

居宅サービス事業所 (89)

施設・居住系サービス事業所 (24)

(%)ｎ

73.7

64.0

50.0

0.0

21.3

45.8

21.1

14.6

4.2

5.3

0.0

0.0

64.2 19.9 14.6 1.3

職

員

を

対

象

に

実

施

し

た

利

用

者

・

職

員

双

方

を

対

象

に

実

施

し

た

実

施

し

て

い

な

い

無

回

答
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（３）大地震や水害に対して必要な取り組み 

問49 大地震や水害（台風・豪雨や建物浸水）に対し、貴事業所ではどのような取り組みが必

要と考えられていますか。（あてはまるものすべてに◯） 

 

 

「備蓄の確保」が71.5％で最も高く、次いで「災害に対する知識習得」が61.6％となっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（４）災害に備えた備蓄状況 

問50 災害時の備蓄状況についてお伺いします。（◯は１つ） 

 

「３日間は業務を継続できるように従業員及び利用者の分の必要品は備蓄している」が42.4％で

最も高く、次いで「業務は継続できないが、３日間程度の避難が可能な、従業員及び利用者の分

の生活必需品（水・食料・衛生用品等）を備蓄している」が21.9％となっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

n=(151)  

備蓄の確保

災害に対する知識習得

緊急連絡網の作成

地域との連携

施設内外での避難場所や避難方法の確認や周知

ハザードマップの確認

ライフライン機能停止時の備え

家具や什器等の転倒・落下防止

倒壊・浸水を想定した訓練

その他

無回答

71.5

61.6

57.6

54.3

51.0

50.3

49.0

32.5

23.8

1.3

2.6

0 20 40 60 80 (%)

(151)  10.6 42.4 21.9 13.2 7.3 4.6
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利
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利
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分
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・
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衛

生

用

品

等
）

を
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な
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他

無

回
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９．その他 

（１）別事業所との連携体制の構築状況 

問51 異なる法人の事業所との連携体制を構築していますか。（◯は１つ） 

 

「構築していない」が78.8％となっています。 

実施しているサービス別にみると、“居宅サービス事業所”で「構築していない」が79.8％と高

くなっています。 

連携している事業所数は回答者数が少ないため、参考値となっています。 

 

【実施しているサービス別】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【連携している事業所数】 

 

 

 

 

 

 

(26)  34.6 26.9

3.8 0.0 3.8

30.8

(%)ｎ

１
～

５

事

業

所

６
～

1

0

事

業

所

1

1
～

1

5

事

業

所

1

6
～

2

0

事

業

所

2

1

事

業

所

以

上

無

回

答

  全  体 (151)

居宅介護支援事業所 (38)

居宅サービス事業所 (89)

施設・居住系サービス事業所 (24)

(%)ｎ

15.8

18.0

16.7

76.3

79.8

79.2

7.9

2.2

4.2

17.2 78.8 4.0

構

築

し

て
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る

構

築

し

て

い

な

い

無

回

答
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（２）連携体制の内容 

【問51で「１」に○を付けた事業所のみ】 

問51-１ どのような連携体制を構築していますか。（あてはまるものすべてに◯） 

 

回答者数が少ないため、参考値となっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（３）連携したい内容 

問52 連携体制を構築する場合、どのような連携がしたいですか。（あてはまるものすべてに

〇） 

 

「有事の応援体制」が52.3％で最も高く、次いで「情報共有体制」が51.0％となっています。 

実施しているサービス別にみると、“居宅サービス事業所”で「有事の応援体制」が56.2％と高

くなっています。 

 

【実施しているサービス別】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

（％）

n

有
事
の
応
援
体
制

情
報
共
有
体
制

合
同
研
修
会
の
開
催

物
品
の
共
同
購
入
・
備
蓄

法
律
相
談
窓
口
の
設
置

採
用
説
明
会
の
開
催

そ
の
他

特
に
希
望
は
な
い

無
回
答

全  体 151 52.3 51.0 33.8 20.5 9.9 5.3 0.7 13.2 6.6

居宅介護支援事業所 38 36.8 50.0 28.9 23.7 13.2 5.3 2.6 15.8 13.2

居宅サービス事業所 89 56.2 47.2 31.5 19.1 9.0 4.5 - 14.6 4.5

施設・居住系サービス事業所 24 62.5 66.7 50.0 20.8 8.3 8.3 - 4.2 4.2

n=(26)  

情報共有体制

有事の応援体制

採用説明会の開催

合同研修会の開催

物品の共同購入・備蓄

法律相談窓口の設置

その他

無回答

61.5

38.5

34.6

30.8

3.8

-

7.7

3.8

0 10 20 30 40 50 60 70 (%)
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（４）連携体制を構築するための課題 

問53 連携体制を構築するなかで課題となっていることはなんですか。（あてはまるものすべ

てに〇） 

 

「連携を主導する事業所がいない」が47.0％で最も高く、次いで「人員が不足している」が

33.1％となっています。 

実施しているサービス別にみると、“居宅介護支援事業所”で「連携に係る費用」が31.6％と高

くなっています。 

 

【実施しているサービス別】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

（％）

n

連
携
を
主
導
す
る
事
業
所
が

い
な
い

人
員
が
不
足
し
て
い
る

連
携
に
係
る
費
用

事
業
所
の
規
模
が
異
な
る

そ
の
他

特
に
課
題
は
な
い

無
回
答

全  体 151 47.0 33.1 25.2 23.2 1.3 18.5 5.3

居宅介護支援事業所 38 47.4 21.1 31.6 26.3 5.3 15.8 7.9

居宅サービス事業所 89 47.2 39.3 21.3 21.3 - 20.2 4.5

施設・居住系サービス事業所 24 45.8 29.2 29.2 25.0 - 16.7 4.2
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（５）医療と介護を一体的に提供していくために必要なこと 

問54  医療と介護を一体的に提供していくためには何が必要だと思いますか。（〇は３つま

で） 

 

「医療関係者と介護関係者が情報交換できる場を確保する」が42.4％で最も高く、次いで「医療

的ケアが必要な人が利用できるショートステイ施設を充実させる」が40.4％となっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

区内の医療機関や介護関係者への連絡可能時間を記した
連絡先リストを整備する

訪問看護ステーションを更に充実させる

その他

無回答

医療と介護の連携マニュアルを作成する

ICTツールによる、在宅療養者に関する情報の共有を
推進する

医療的ケアや介護が受けられるサービス付き
高齢者向け住宅を充実させる

多職種連携強化のための研修を充実させる

地域包括支援センターなどの身近な相談窓口の充実

n=(151)  

医療関係者と介護関係者が情報交換できる場を確保する

医療的ケアが必要な人が利用できるショートステイ施設
を充実させる

医療的ケアが必要な人が利用できるデイサービス施設を
充実させる

42.4

40.4

30.5

22.5

21.2

17.9

17.9

16.6

12.6

10.6

3.3

5.3
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